
令和７年度青森市スマート農業推進事業補助金交付要綱 

 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、農作業の省力・軽労化を進めるとともに、次世代を担

う新規就農者の育成・確保を図るため、スマート農業機器（青森市ＲＴＫ-

ＧＮＳＳ基地局からの電波を受信する機器（以下「基地局受信機」という。）

を除く。）の導入を行う農業者に対し、当該年度の予算の範囲内で補助金を

交付し、スマート農業の普及、新技術の導入及び就農意欲の醸成並びに本

市農業の持続的な発展に資することを目的とする。 

 

（補助対象者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、販売を目的に農業を営む市内に住

所を有する個人若しくは市内に本店を有する法人又は農業者若しくは農業

法人等が組織し、規約等において、組織、運営及び事業計画の定めがある

団体であって、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１） 補助金の交付申請を行うまでに納期限が到来した市税に未納の額が

ないこと。 

（２） 青森市暴力団排除条例（平成２３年青森市条例第３３号）第２条第

２号に規定する暴力団員又は暴力団員と社会的に非難されるべき関

係にある者でないこと。 

 

 （補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、

市内において実施されるロボット、AI、IoT 等の先端技術を活用した機器（基

地局受信機を除く。）（以下「スマート農業機器」という。）を導入する取組

のうち、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１） 農作業の省力化に取り組む事業 

（２） 農作物の収量・品質の向上に取り組む事業 

（３） 農作業に係る経費の削減に取り組む事業 

 

 （補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（消費税及び地方消費税相当額を除

く。）（以下「補助対象経費」という。）は、スマート農業機器を第 7 条の規

定による交付の決定を受けた日以後に購入した場合における当該購入に要

する経費であって、この要綱の規定による補助金以外の補助金を受けてい

ないものとする。 



 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（１円未満

の端数があるときは、その端数を切り捨てた額とする。）と５０万円とを比

較していずれか低い額以内の額とする。 

 

 （補助金の交付の申請等） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、令和７年度青森市スマート農

業推進事業補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて

市長に提出しなければならない。 

 （１） 事業計画書（様式第２号） 

 （２） 補助対象経費の内容が分かる見積書 

 （３） 市税に係る納税証明書又は市税の納付状況の確認に係る同意書 

 （４） その他市長が必要と認める書類 

２  市長は、前項に規定する書類により証明すべき事実を市が保有する公簿

等により確認することができるときは、補助金の交付申請者の同意を得て、

当該書類の添付を省略させることができる。 

３ 当該年度の補助金の交付は、交付申請者１人につき１回限りとする。 

 

 （交付の決定等） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、当該申請の内容を審査し、補

助金交付の可否を決定し、令和７年度青森市スマート農業推進事業補助金

交付決定通知書（様式第３号）又は、交付しないこととした場合は、令和

７年度青森市スマート農業推進事業補助金不交付決定通知書（様式第４号）

により、当該申請者に通知する。 

 

 （変更申請等） 

第８条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、申

請書に記載された事業を変更しようとするとき、又は廃止しようとすると

きは、令和７年度青森市スマート農業推進事業変更（廃止）申請書（様式

第５号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

 

 （実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、速やかに令和７年

度青森市スマート農業推進事業実績報告書（様式第６号）に、次に掲げる

書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１） 事業報告書（様式第７号） 



 （２） 補助対象経費の支払が分かる書類 

 （３） その他市長が必要と認める書類 

 

 （補助金の額の確定） 

第 10 条  市長は、前条の規定による報告があったときは、当該報告に係る内

容を審査し、交付すべき補助金の額を確定し、令和７年度青森市スマート

農業推進事業補助金交付額確定通知書（様式第８号）により当該補助事業

者に通知するものとする。 

 

 （補助金の交付） 

第 11 条  補助金は、前条により額を確定した後に交付するものとする。 

 

 （請求） 

第 12 条  補助事業者は、前項の規定により補助金の交付を受けようとすると

きは、請求書を市長に提出しなければならない。 

 

（成果報告会等） 

第 13 条  補助事業者は、本市のスマート農業の普及のため、市が必要に応じ

て行う実地調査や市が実施するスマート農業の成果報告会等に協力するよ

う努めなければならない。 

 

 （取扱方法） 

第 14 条  この要綱に定めるもののほか、補助金の交付については、青森市補

助金等の交付に関する規則（平成１７年青森市規則第６２号）の定めると

ころによる。 

 

附 則 

 （実施期日） 

この要綱は、令和７年４月１日から実施する。 

  


